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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶ディスプレイの蛍光管ハウジングと、蛍光管及び拡散板を含むバックライトモジュ
ールとを支えるバックライトモジュール支持構造であって、
　前記蛍光管を支持するための溝が形成された基体を有し、前記蛍光管及び前記蛍光管ハ
ウジングを固定させる第一部材と、
　前記拡散板を支える細長体を有し、前記第一部材から延伸するように形成された第二部
材とを備え、
　前記第二部材の前記細長体は前記蛍光管を収納できる溝が形成されており、前記細長体
の溝は収納した前記蛍光管を前記第一部材の溝に設置させることを特徴とするバックライ
トモジュール支持構造。
【請求項２】
　前記基体は、前記蛍光管ハウジングに前記第一部材を固定するための第一固定部材を備
える請求項１に記載のバックライトモジュール支持構造。
【請求項３】
　前記細長体の形状は、截頭円錐形である請求項１に記載の支持構造。
【請求項４】
　前記基体は、反射材料をコーティングされたものである請求項１に記載のバックライト
モジュール支持構造。
【請求項５】
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　前記細長体は、透明な材質からなる請求項１に記載のバックライトモジュール支持構造
。
【請求項６】
　前記細長体は、前記第一部材に固定するための第二固定部材を有する請求項１に記載の
バックライトモジュール支持構造。
【請求項７】
　前記基体は、前記細長体の第二固定部材を収納する凹部を有する請求項６に記載のバッ
クライトモジュール支持構造。
【請求項８】
　前記第二固定部材は、前記凹部の底部に設けられた開口を通って延伸する固定ショルダ
ー部を有する請求項７に記載のバックライトモジュール支持構造。
【請求項９】
　前記基体に支持される蛍光管と前記第一部材との間には、蛍光管に加わる衝撃を緩衝す
るためのリング型部材が更に備えられた請求項１に記載のバックライトモジュール支持構
造。
【請求項１０】
　前記第一部材の溝の断面形状は、半円よりも優弧状である請求項１に記載のバックライ
トモジュール支持構造。
【請求項１１】
　液晶ディスプレイに用いられるバックライトモジュールであって、
　蛍光管ハウジングと、蛍光管と、拡散板と、
　前記蛍光管を支持するための溝が形成された基体を有し、前記蛍光管及び前記蛍光管ハ
ウジングを固定させる第一部材と、前記拡散板を支える細長体を有し、前記第一部材から
延伸するように形成された第二部材とを備えるバックライトモジュール支持構造と、を含
み、
　前記第二部材の前記細長体は前記蛍光管を収納できる溝が形成されており、前記細長体
の溝は収納した前記蛍光管を前記第一部材の溝に設置させるバックライトモジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶ディスプレイに関し、特に、蛍光管の支持部と拡散板の支持材が統合し
た支持構造を備える液晶ディスプレイのバックライトモジュールに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶ディスプレイは、フラットパネルディスプレイの一種であり、様々な電子装置で広
く用いられている。例えば、ノートパソコンまたはデスクトップコンピュータ、または３
０インチ以上の大型モニタ、または壁掛けテレビのモニタとして用いられている。
【０００３】
　一般的に、液晶ディスプレイは、発光装置またはバックライトモジュールによって液晶
パネルが必要とする光源を提供することで画像を表示する。例を挙げると、バックライト
モジュールの種類は、通常、エッジライト型と直下型の二種類に分けることができ、直下
型バックライトモジュールは、３０インチ以上の大型パネルに適し、エッジライト型バッ
クライトモジュールは、３０インチ以下或いは比較的小さいサイズのパネルに用いられる
。
【０００４】
　直下型バックライトモジュールは、複数の円柱型蛍光管、反射板及び拡散板を有してい
る。反射板は、蛍光管が放射した光線をディスプレイ領域に反射させ、光線がディスプレ
イ領域に反射することで光線の損失を同時に防ぐ。拡散板は、蛍光管からの光線を、均等
に分散し、均一な光源とする。
【０００５】
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　大型の液晶ディスプレイでは、対応するバックライトモジュールの拡散板や蛍光管等の
サイズも大きくなることから、容易に垂れ下がったり、或いは変形する傾向があるため、
特に注意を要する。例えば、厚さが２～３ミリの拡散板の場合、この厚さに対応する拡散
板は、比較的大きい体積と重量を有しているため、実装プロセス中、その重さの影響を極
めて容易に受け、変形や垂下りの現象を生じる。また、蛍光管から発生する熱や、その周
囲の湿度による影響により、より容易に拡散板の変形を生じさせる傾向がある。
【０００６】
　また、蛍光管の長さが０．７６２ｍ（３０インチ）以上であると、その直径は一般的に
３～４ｍｍしかなく、蛍光管の垂下りや変形を容易に生じる傾向がある。この垂下りや変
形をした蛍光管は、均一な光線の輝度を提供することができない他に、液晶ディスプレイ
上に暗点、輝点を発生し、不均一な輝度の状態を生じさせる。
【０００７】
　この拡散板の垂下りまたは変形の発生を防ぐために、従来技術では各種の解決方法が示
されている。例えば、バックライトモジュールでは、間隔保持構造（ｓｐａｃｅｒ　ｐｉ
ｎ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）が用いられ、この間隔保持構造は、拡散板と反射板の間に間隔
保持部材を延伸させることで、拡散板の垂下りまたは変形の発生を防止するものである。
しかし、従来技術の間隔保持構造は、拡散板の垂下りまたは変形の発生を防止できるもの
の、この構造では、蛍光管の変形問題についての効果的な解決を提供している訳ではない
。
【０００８】
　もう一つの従来方法では、蛍光管支持部と間隔保持構造の接合を行うものがある。この
従来方法は、蛍光管支持部と間隔保持構造とを接合することによって、拡散板及び蛍光管
の垂下りまたは変形の問題の発生を防止する。しかし、この従来方法における接合は、蛍
光管を硬い蛍光管支持部の上に直接設置するようになっていることから、蛍光管の破裂や
断裂を容易に発生させる傾向がある。更に、仮に、液晶ディスプレイに外部からの衝撃ま
たは振動を受けた場合、蛍光管が蛍光管支持部から外れる可能性も有している。
【特許文献１】特開平１０－３２６５１７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従って、上述した従来技術を考慮すると、液晶ディスプレイのバックライトモジュール
において、蛍光管や拡散板をどのように支持するかで、その垂下りや変形の防止と、蛍光
管の破裂や断裂の防止とを同時に達成するか、が重要な課題となる。
【００１０】
　上記課題に鑑みて、本発明の目的は、蛍光管及び拡散板の垂下りや変形の防止と蛍光管
の破裂や断裂の防止とを、同時に解決できる、液晶ディスプレイのバックライトモジュー
ルの支持構造を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、液晶ディスプレイの蛍光管ハウジングと、蛍光管及び拡散板を含むバックラ
イトモジュールとを支えるバックライトモジュール支持構造であって、前記蛍光管を支持
するための溝が形成された基体を有し、前記蛍光管及び前記蛍光管ハウジングを固定させ
る第一部材と、前記拡散板を支える細長体を有し、前記第一部材から延伸するように形成
された第二部材とを備えることを特徴とするものである。尚、本発明のバックライトモジ
ュール支持構造における第二部材の「細長体」とは、細長い形状をした部材を示す用語と
して用いている。
【００１２】
　本発明のバックライトモジュール支持構造における第一部材の基体は、蛍光管ハウジン
グに第一部材を固定するための第一固定部材を備えることが好ましい。また、第二部材の
細長体の形状は、截頭円錐形であることが好ましく、蛍光管を収納できる溝が形成されて
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いることが望ましい。この細長体の溝は、収納した蛍光管を前記第一部材の溝に設置させ
るようになっていることが好ましい。
【００１３】
　また、第二部材の細長体は、透明な材質からなることが好ましく、第一部材に固定する
ための第二固定部材を有することが望ましい。この場合、第一部材の基体には、細長体の
第二固定部材を収納する凹部を有することが望ましく、細長体の第二固定部材には、基体
が有する凹部の底部に設けられた開口を通って延伸する固定ショルダー部を有することが
望ましい。さらに、基体に支持される蛍光管と第一部材との間には、蛍光管に加わる衝撃
を緩衝するためのリング型部材が更に備えられていることが望ましい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、蛍光管と拡散板とが一体となった支持構造を備えるバックライトモジ
ュールを構成することができ、本発明の支持構造により、拡散板及び蛍光管の垂下りや変
形を防ぐことができるとともに、蛍光管の破裂や断裂も同時に防止することが可能ととな
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明についての目的、特徴、長所が一層明確に理解されるよう、以下に実施形態を例
示し、図面を参照にしながら、詳細に説明する。
【実施例】
【００１６】
　図１Ａと図１Ｂとには、本発明における液晶ディスプレイのバックライトモジュール１
０の分解斜視図と平面図とを示している。この本実施例のバックライトモジュール１０は
、直下型バックライトモジュールである。図１Ａに示すように、バックライトモジュール
１０は、蛍光管ハウジング２０、反射板３０、少なくとも一つの蛍光管４０、複数の支持
構造５０、拡散板６０、少なくとも一つの光学薄膜層７０とフレーム８０を含む。図１Ｂ
に示すように、各支持構造５０は、蛍光管支持部（ｌａｍｐ　ｈｏｌｄｅｒ）と拡散板支
持材（ｄｉｆｆｕｓｅｒ　ｐｌａｔｅ　ｐｒｏｐ）が互いに接合して構成される。その他
の実施例としては、バックライトモジュール１０が、ＬＣＤパネルと回路部分（未表示）
とを固定するのに用いることができる。
【００１７】
　図２及び図３は、実施例１としての支持構造５０を示している。図２に示すように、蛍
光管ハウジング２０は、取付フランジ２１と底部２２によって構成され、傾斜側壁２３は
底部２２と取付フランジ２１との間に間隔を開けるものである。反射板３０は、蛍光管ハ
ウジング２０の底部２２と傾斜側壁２３に設けられ、蛍光管４０から放射された光線を反
射させて、大量の光線を送ることができるバックライトモジュール１０とする。拡散板６
０は、蛍光管４０の上の蛍光管ハウジング２０の取付フランジ２１の上に設置され、拡散
板６０によって、蛍光管４０が放射した光線を分散し、均一な光線を発生させる。光学薄
膜層７０は、拡散板６０の上に設けられ、光学薄膜層７０によって拡散した光線の輝度を
向上させる。仮に光線の輝度が必要な条件でない場合、光学薄膜層７０を省くことができ
、バックライトモジュール１０のコストを減少することが可能である。
【００１８】
　一般的に、バックライトモジュール１０の蛍光管４０の数は、バックライトモジュール
１０のサイズによって決まり、ＬＣＤパネルの大小に基づいて決定される。例えば、２０
インチのＬＣＤパネルでは１２本～１６本の蛍光管を用いたバックライトモジュール、３
０インチのＬＣＤパネルでは１６本～１８本の蛍光管を用いたバックライトモジュール、
４０インチのＬＣＤパネルでは２５本～３０本の蛍光管を用いたバックライトモジュール
が用いられる。
【００１９】
　各蛍光管４０は、図３に示すように、細長い形状、円柱体状の蛍光管本体４１を含むも
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のである。本実施例では、蛍光管４０は、冷陰極または熱陰極蛍光管（ＣＦＬ）である。
図１Ｂにも示したように、各蛍光管４０は、等間隔で、互いに平行した状態で、底部２２
の長さＬの方向に沿って配置され、また、各蛍光管４０は蛍光管ハウジング２０の底部２
２の幅Ｗに渡って延伸配置される。言い換えれば、複数の蛍光管４０は、ハウジング底部
２２の幅Ｗに沿って等間隔で配列され、底部２２の長さＬの方向に平行して配置される。
【００２０】
　また、支持構造５０は、少なくとも一つの蛍光管支持部と拡散板支持材から構成され、
蛍光管４０を蛍光管ハウジング２０の底部２２の間にしっかりと固定することができ、拡
散板６０を支えることで、拡散板６０が垂下りまたは変形が生じるのを防ぐことができる
。支持構造５０の実用上の数は、拡散板６０の長さと幅、蛍光管４０の長さによって決定
されるもので、また、拡散板６０のサイズは、適用するＬＣＤパネルのサイズと同じであ
る必要がある。支持構造５０は、最適な位置に配置され、拡散板６０と蛍光管４０とを同
時に支えることで、拡散板６０の垂下りまたは変形を効果的に防ぐことができる。ここで
の実施例では、２６～３０インチ（０．６６０４ｍ～０．７６２ｍ）のＬＣＤパネルのバ
ックライトモジュールは、少なくとも４つの支持構造５０を配置する必要があり、３７イ
ンチ（０．９３９８ｍ）のＬＣＤパネルのバックライトモジュールは、１４個～１６個の
支持構造５０を配置する必要がある。
【００２１】
　図５Ａ及び５Ｂに示すように、Ｏ型リング４５は、支持構造５０によって支えられる蛍
光管４０の一部の周りに設置されるもので、緩衝の役割をする。外力が蛍光管４０に作用
した時、Ｏ型リング４５によって、蛍光管４０に対する外力の衝撃を緩和し、同時に、蛍
光管４０が断裂する現象を防ぐ。本実施例では、緩衝用Ｏ型リング４５は、弾性を備え、
透明材料（例えば、透明シリコーンゴム）から構成される。また、透明のＯ型リング４５
であれば、ＬＣＤパネルの画像に暗点を形成することが防止でき、各Ｏ型リング４５の内
径Ｒ１が蛍光管の外径Ｌ０より僅かに小さいことから、Ｏ型リング４５を蛍光管４０に適
当に覆うことができる。
【００２２】
　また、図２、図３に示したように、各支持構造５０は、第一部材１００と第二部材２０
０を含み、この第一部材１００が、蛍光管４０を支えて、蛍光管ハウジング２０の底部２
２に固定され、第二部材２００は、拡散板６０を支え、拡散板６０の垂下りまたは変形を
防止することになる。このように、このバックライトモジュール１０の支持構造では、第
一部材１００が下部部材（ｌｏｗｅｒ　ｍｅｍｂｅｒ）として用いられることで蛍光管４
０を支え、第二部材２００が上部部材（ｕｐｐｅｒ　ｍｅｍｂｅｒ）として用いられるこ
とで拡散板６０を支えることになる。そして、図４Ｂに見られるように、第一部材１００
は基体１１０を有する。本実施例の基体１１０は、円柱構造を用いることができるほか、
その他の構造として、直方体、立方体またはその他幾何形状の構造を採用して成型するこ
とが可能である。この基体１１０は、ほぼ平面の上面（ｐｌａｎａｒ　ｕｐｐｅｒ　ｓｕ
ｒｆａｃｅ）１２０、下面（ｐｌａｎａｒ　ｌｏｗｅｒ　ｓｕｒｆａｃｅ）１３０と、円
柱形側壁表面１４０を有し、円柱形側壁表面１４０は上面１２０から下面１３０に延伸し
ている。固定溝（ｒｅｔａｉｎｉｎｇ　ｇｒｏｏｖｅ）１５０は、基体１１０の上面１２
０側に形成され、この固定溝１５０により蛍光管４０の位置を定め、この固定溝１５０を
形成する弾性側壁（ｒｅｓｉｌｉｅｎｔ　ｓｉｄｅ　ｗａｌｌ　ｓｅｃｔｉｏｎ）１４０
ａ、１４０ｂが円柱形側壁表面１４０を２つに分ける。図２で示された符号“Ｇ”は、固
定溝１５０の直径を示している。Ｏ型リング４５が蛍光管４０の段部を囲んだ時、固定溝
１５０の直径Ｇは、実質上、Ｏ型リング４５の外径ＲＬ０（図５Ｂに表示）に等しい。
【００２３】
　図４Ｃに示されたように、固定溝１５０の断面は、半円形より僅かに大きく、即ち、固
定溝１５０の断面は１８０度より大きい円周角（或いは半円の弧よりも大きな優弧）を有
し、固定溝１５０は幅Ｗの開口を有し、この幅ＷはＯ型リング４５の外径ＲＬ０より僅か
に小さいものである。また、弾性側壁１４０ａ及び弾性側壁１４０ｂとＯ型リング４５と
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がそれぞれ弾性を有することから、蛍光管４０とそれを覆うＯ型リング４５は、スナップ
式に固定溝１５０に固定される。弾性側壁（１４０ａ、１４０ｂ）は、それぞれ突出部（
１４１ａ、１４１ｂ：ｏｖｅｒｈａｎｇｉｎｇ　ｐｒｏｔｒｕｓｉｏｎ）を有し、蛍光管
４０とそれを覆うＯ型リング４５を、確実に固定溝１５０の中に固定することになる。
【００２４】
　図４Ｂに示すように、第一部材１００は、更に一対の凹部（１５１ａ、１５１ｂ：ｒｅ
ｃｅｓｓ）を含み、二つの凹部（１５１ａ、１５１ｂ）は、固定溝１５０の表面１５１の
上に形成され、基体１１０の上面１２０に隣接する。凹部（１５１ａ、１５１ｂ）によっ
て第二部材２００の固定部材（２６０ａ、２６０ｂ：ｌｏｃｋｉｎｇ　ｍｅｍｂｅｒ）を
受け入れることができる。また、各凹部（１５１ａ、１５１ｂ）の底面の上には、それぞ
れ固定開口（１５２ａ、１５２ｂ：ｌｏｃｋｉｎｇ　ａｐｅｒｔｕｒｅ）が形成されてお
り、この固定開口（１５２ａ、１５２ｂ）が第二部材２００の固定部材２６０ａ、２６０
ｂを受け入れることになる。
【００２５】
　一対の弾性固定凸部（１６０ａ、１６０ｂ：ｒｅｓｉｌｉｅｎｔ　ｌｏｃｋｉｎｇ　ｐ
ｒｏｊｅｃｔｉｏｎｓ）は、第一部材１００の下面１３０から下向きに延伸し、それぞれ
一対のロック用凸部（１６１ａ、１６１ｂ：ｌｏｃｋｉｎｇ　ｐｒｏｊｅｃｔｉｏｎｓ）
を有しており、このロック用凸部（１６１ａ、１６１ｂ）によって、蛍光管ハウジング２
０の底部２２の開口（未表示）に、基体を固定することができる。
【００２６】
　支持構造５０の第一部材１００は、プラスチック射出成形の方法によって形成すること
ができる。第一部材１００は、一体成形法によって単体として形成されるか、またはいく
つかの部材を留め合わせたり、貼合せたり、または固定したりして、組合せて形成するこ
とができる。
【００２７】
　従来の方法（例えば、プラスチックめっき）の製造では、第一部材１００の支持構造５
０には、反射材料のコーティングをすることができ、この反射材料のコーティングによっ
てＬＣＤディスプレイパネル画像の上に暗点が発生することを防止する。
【００２８】
　また、図４Ａに示すように、支持構造５０の第二部材２００は、細長体２１０を有し、
この細長体２１０は、截頭円錐形（ｉｎｖｅｒｔｅｄ　ｆｒｕｓｔｏ－ｃｏｎｉｃａｌ）
の形状を有する。細長体２１０の上方、下方は、それぞれ、平面の上接触面（ｐｌａｎａ
ｒ　ｃｏｎｔａｃｔ　ｗａｌｌ）２２０と、平面の底面（ｐｌａｎａｒ　ｂａｓｅ　ｗａ
ｌｌ）２３０とが形成され、細長体２１０の側方には截頭円錐形側壁２４０を有する。截
頭円錐形側壁２４０は、上接触面２２０、底面２３０に連接する。Ｖ字型溝２５０は、逆
さにした状態で底面２３０に形成され、このＶ字型溝２５０によって截頭円錐形側壁２４
０を一対の側壁の段部（２４０ａ、２４０ｂ）に分けることで、十分な強度を持たせて、
拡散板６０の垂下り、彎曲または変形を防ぐことができる。
【００２９】
　また、第二部材２００の上接触面２２０と拡散板６０の下面（未表示）との間の距離は
かなり小さい（わずか０．３～０．５ｍｍ）ことから、拡散板６０が垂下りを生じ始めた
時、拡散板６０の下面は、第二部材２００の上接触面２２０に接触するため、拡散板６０
が更に垂れ下がるのを防止することができる。更に、Ｖ字型溝２５０は、蛍光管４０の収
納空間として用いられ、支持構造５０の第一部材１００の上に固定する蛍光管４０、緩衝
用のＯ型リング４５がＶ字型溝２５０の中に収納される。この第二部材２００の細長体２
１０のＶ字型溝２５０によって、蛍光管４０を第一部材１００の固定溝１５０の中に維持
し、同時に、蛍光管４０を支え、拡散板６０の垂下り、彎曲または変形を防ぐことができ
る。
【００３０】
　第二固定部材２６０ａ、２６０ｂには、それぞれ一対の固定ショルダー部２６１ａ、２
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６１ｂ（ｌｏｃｋｉｎｇ　ｓｈｏｕｌｄｅｒ）を有し、固定段部２６１ａ、２６１ｂは、
第二部材２００の細長体２１０の側壁段部２４０ａと２４０ｂから外へ向けて延伸して形
成され、この第二固定部材２６０ａ、２６０ｂにより、第一部材１００と第二部材２００
との相互接合が行われることになる。
【００３１】
　第一部材１００、第二部材２００が互いに接合した時、第二部材２００の第二固定部材
２６０ａ、２６０ｂは第一部材１００の凹部１５１ａ、１５１ｂに配置され、固定ショル
ダー部２６１ａ、２６１ｂが第一部材１００の固定開口１５２ａ、１５２ｂを通って固定
されることになる。
【００３２】
　支持構造５０の第二部材２００は、十分な強度を有する透明な材料によって作ることが
できる。例えば、ポリメタクリル酸メチルプラスチック（ｐｏｌｙｍｅｔｈａｃｒｙｌａ
ｔｅ　ｐｌａｓｔｉｃ）、またはアクリルプラスチックによって透明な材質の第二部材２
００が作られる。その製造方法は、従来法、例えば、射出成形によって完成することがで
きる。このような透明な材質により形成することで、支持構造５０の第二部材２００の下
にある蛍光管から放射された光線は、第二部材２００を透過することができ、ＬＣＤディ
スプレイパネルの画像に暗点が発生することを防止する。また、この第二部材２００は、
一体成形法を用いて単体として形成してもよく、または複数の異なる部材を留め合せたり
、貼合せたり、または固定したりして組み合わせて形成することができる。
【００３３】
　ところで、複数の支持構造５０の中の一つの第一部材は、図６に示すように、第二部材
と接合して用いなくてもよいものである。例えば、蛍光管ハウジング２０に近い領域の拡
散板６０は、容易に垂下りを生じないことから、第二部材２００を省くことができるが、
蛍光管支持部については、蛍光管の垂下りや変形を生じるのを防ぐために必要な部材とな
る。
【００３４】
　図７には、別の例となる実施例２の支持構造５０’の分解正面図を示している。この支
持構造５０’は、実施例１の支持構造５０とほぼ同じ構造であるが、相違するところは、
第二部材２００’が、半円形の断面を有する固定用溝２５０’を備える点である。実施例
１の支持構造５０の場合のＶ字型溝２５０と比較してわかるように、この実施例２の固定
用溝２５０’における半円の直径は、ＧＵであり、この直径ＧＵはＯ型リング４５の外径
ＤＯとほぼ等しく、この第二部材２００’によって、第一部材１００’の溝１５０’の中
に蛍光管４０を固定することができる。また、第一部材１００’の固定用溝１５０’の断
面形状は、僅かに半円形より大きく（或いは半円の弧よりも大きな優弧を有する断面）、
固定用溝１５０’の上には開口が形成され、この開口の幅ＷはＯ型リング４５の直径ＬＯ

に僅かに小さい。他の例としては、固定用溝１５０’の開口の側面形状が、半円の形状を
示すものがある。上述した各実施例の中の固定用溝１５０’の直径ＧＬは、Ｏ型リング４
５の外径ＬＯとほぼ等しい。
【００３５】
　以上、本発明の好適な実施例を例示したが、これは本発明を限定するものではなく、本
発明の精神及び範囲を逸脱しない限りにおいては、当業者であれば行い得る少々の変更や
修飾を付加することは可能である。従って、本発明が保護を請求する範囲は、特許請求の
範囲を基準とする。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１Ａ】直下型バックライトモジュールの分解斜視図。
【図１Ｂ】図１Ａの直下型バックライトモジュールの蛍光管ハウジングの平面図。
【図２】実施例１のバックライトモジュールの蛍光管ハウジングの断面図。
【図３】図２の側面透視図。
【図４Ａ】図２の第二部材（上部部材）の斜視図。
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【図４Ｂ】図２の第一部材（下部部材）の斜視図。
【図４Ｃ】図２の第一部材（上部部材）の正面図。
【図５Ａ】緩衝用Ｏ型リングの断面図。
【図５Ｂ】緩衝用Ｏ型リング及び蛍光管の断面図。
【図６】第二部材を省いた第一部材を備えるバックライトモジュールの蛍光管ハウジング
の断面図。
【図７】実施例２の第一部材と第二部材との分解断面図。
【符号の説明】
【００３７】
１０　バックライトモジュール
２０　蛍光管ハウジング
２１　取付フランジ
２２　底部
２３　側壁
３０　反射板
４０　蛍光管
４５　Ｏ型リング
５０　支持構造
６０　拡散板
７０　光学薄膜層
８０　フレーム
１００　第一部材（下部部材）
１００’　第一部材
１１０　本体
１２０　上面
１３０　下面
１４０　円柱形側壁表面
１４０ａ、１４０ｂ　弾性側壁
１４１ａ、１４１ｂ　突出部
１５０、１５０’固定溝
１５１　固定溝表面
１５１ａ、１５１ｂ　凹部
１５２ａ、１５２ｂ　固定開口
１６０ａ、１６０ｂ　弾性固定凸部（第一固定部材）
１６１ａ、１６１ｂ　ロック用凸部
２００　第二部材（上部部材）
２００’第二部材
２１０　截頭円錐形体（細長体）
２２０　上接触面
２３０　底面
２４０　截頭円錐形側壁
２４０ａ、２４０ｂ　側壁段部
２５０　Ｖ字型溝
２５０’ 固定用溝
２６０ａ、２６０ｂ　第二固定部材
２６１ａ、２６１ｂ　固定ショルダー部
Ｇ　溝１５０の直径
ＧＬ　固定用溝１５０’の直径
ＧＵ　固定用溝２５０’の直径
ＬＯ　蛍光管の外径



(9) JP 4118273 B2 2008.7.16

Ｒ１　Ｏ型リング４５の内径
ＲＬＯ　Ｏ型リング４５の外径
Ｗ　幅
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【図１Ｂ】

【図２】

【図３】
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